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込まれた企業が出てきた。1997 年 9 月には株式会社ヤオハン・ジャパン（負債総額 1,613
億円）、2000 年 7 月には株式会社そごうを含むグループ 22 社（負債総額 1 兆 8,700 億円）、
2001 年 9 月には株式会社マイカル（負債総額 1 兆 9,000 億円）が経営破綻した。また、株
式会社ダイエーは 2004 年 12 月産業再生機構による支援が決定、株式会社西友は 2008 年
4 月に Walmart, Inc.（ウォルマート）の完全子会社となった。巨大小売業者の経営破綻の
影響は、金融機関による債権放棄、従業員の失職など大きなものであった。老舗スーパーマ
ーケットの破綻も始まり、2018 年から 2019 年にかけて、株式会社毛利興産（2018 年 5 月、
東京：負債総額 18 億円）、株式会社サニーTSUBAKI（2018 年 6 月、愛媛：負債総額 9 億
円）、株式会社サンルート（2018 年 7 月、愛知：負債総額 8 億円）、株式会社オカザキ（2018
年 9 月、宮城：負債総額 4 億円）、株式会社ヤマサンセンター（2018 年 12 月、愛媛：負債
総額 17 億円）、株式会社アサノ（2019 年 1 月、宮城：負債総額 8 億円）、株式会社三桝屋
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急速に成長を遂げている多くのディスカウント・リテーラーは Everyday Low Price 
（EDLP：エブリデー・ロー・プライス）戦略を採用している。先行研究では、小売にお




































か得られない発見や洞察があると考えられる（沼上, 1995; 久米, 2013）。 
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 リサーチ・クエスチョン 1 について、小売の輪が働く状況下では、企業再建理論の 2 ス
テージモデルに沿って再建活動を進めるのでは駄目であり、戦略変換が必要であること、ま















り上げた。第 5 章では、悪化した業績を EDLP とリーン・オペレーションの組み合わせで
























表している商業動態統計（2018）によると、日本の 2018 年の小売業売上規模は 145 兆円








































































































































































































































1980 年の売上高を 100 としたときの推移 
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業省, 2018）は、食品 28%、衣料品 43%、住居用品 29%、総合スーパーの売上構成比（イ
オンを参考）は、食品 56%、衣料品 19%、住居用品 23%、スーパーマーケットの売上構成
比（経済産業省, 2018）は、食品 74%、衣料品 9%、住居用品 17%、となっている。 
次に、オペレーションについても異なることを説明する。岸本（2013）は、スーパーマー


















































































 図 4 が本章における先行研究サーベイの概略である。 
 
 



























判的検討以降の小売業態変化に関する代替理論を表 1 の通りまとめている。 
 
表 1 小売の業態変革に関する理論1 
研究者 規則性 要因 
    調整的 競争的 経営者 
Regan (1964) 単一結合・複数結合・全面結合       
Hollander (1966) アコーディオン       
Nielsen (1966) 真空地帯 * *   
Dreesmann (1968) 集中・発達・回帰・同化   * * 
Thomas R. E. (1970)   *     
Gist (1971) 弁証法   *   
Israeli (1973) 三つの輪   *   
Davidson et al.（1976） ライフ・サイクル       
McNair & May (1976)   *   * 
Etgar (1984) 変異・淘汰・保存 * *   











































図 5 業態盛衰のモデル 
 
 Levy et al.（2005）は、小売の輪の理論を発展させ、Big Middle 理論を提唱した。この
理論は、低価格ないしはイノベーティブな戦略を基に市場参入した小売業者は、その価値
提案を強化して価格とイノベーションの価値両方をそなえた Big Middle 小売業者とな
り、その価値の提供が低下してくると市場から脱落する可能性を持つ不振企業になると指












出典 Levy et al.（2005）を基に筆者が作成 
















































図 7 コンテキスト、コンテンツ、プロセスによる企業再建のメカニズム 
 
2-2. 企業再建のプロセス研究：2 ステージモデル 
 
企業再建のプロセスに関する研究は限られたものしかないのだが、企業再建をステージ
に分けて分析されている（Bibeault, 1982）。その中で最も支持されているものが 2 ステー



















業再建のプロセスを解明する試みも行われている。Robbins and Pearce（1993）は、2 ステ









きもの（Arogyaswamy et al., 1995）であるが、先述の先行研究は縮小戦略の重要性に偏重

































年度の売上は 5,003 億ドル、営業利益は 204 億ドル、27 か国に店舗展開しており、世界最
大の小売企業である。そのビジネス・モデルは、徹底的な低コストの追求と薄利多売の推進
に基づいたもので、EDLP と Everyday Low Cost（EDLC：エブリデー・ロー・コスト）に
よって確立されたと言える（田口, 2005）。EDLP とは頻繁な価格変更をせず、低価格を武
器に競合他社と差別化を図る価格戦略で、EDLC とはそれを支える低コスト戦略である。

























3-2.  ALDI のビジネス・モデル 
 
ALDI（Albrecht Discount の短縮形）は、1954 年にドイツのエッセンにあるセルフサー
ビス店として、カールとテオ・アルブレヒト兄弟によって設立された。 同社の倹約志向の
アプローチは、商品の品質及び価格の両面から、ドイツの消費者の日々のニーズを満たすこ

















長を遂げた。米国の食料品市場は 1970 年代にさほど成長していなかったので、ALDI は、
価格を大きく引き下げて市場シェアを拡大した。これはゼロサムゲームで、Pic N Pac, Inc.
などのローエンドの食料品店からシェアを奪った。ALDI は差別化を図るために、他の食品
スーパーより大幅に低い価格で自社製品の価格を設定することを可能にするビジネス・モ





















3-3.  ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデル 
 
ウォルマート、ALDI のビジネス・モデルをレビューしたが、単なる一時的な低価格訴





































Piercy and Rich（2004）や Nath et al.（2010）が指摘しているように、マーケティン
グ戦略はオペレーション戦略やロジスティクス戦略と密接に連携する必要があるが、先行
研究における価格研究は、価格が売上に及ぼす影響という一面的な事象のみを捉えるきら
いがある。確かに、Bolton and Shankar（2003）、Shankar and Bolton（2004）、
Shankar and Krishnamurthi（1996）、Voss and Seider（2003）は、価格戦略をプロモ
ーションやコミュニケーションと共にとらえることを主張し、Lal and Rao（1997）、
Ortmeyer et al.（1991）は価格戦略をサービスや品揃えと共にとらえるべきとしている
が、Bell and Lattin（1998）、Ellickson and Misra（2008）、Dolan and Simon
（1996）、Hoch et al.（1994）、Lattin and Ortmeyer（1991）、Nagel et al.（2011）、
















表 2 先行研究：価格戦略に影響を与える要因 






   








   







   













る。Bailey（2008）、Ellickson and Misra（2008）、Kopalle et al.（2009）、Lal and Rao
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（1997）、Lattin and Ortmeyer（1991）、Pechtl（2004）、Tsiros and Hardesy（2010）

























益額の喪失は、販売数量の拡大による総利益額では賄えない（Hoch et al., 1994）。よっ
て、ハイ＆ローに比して総利益率が低くなるため、販売管理費率を引き下げる低コスト・
オペレーションが必要になる。これがウォルマートの言う EDLC である（Higón et al., 
2010; Manning et al., 1998; Fishman, 2006; Brunn, 2006; Ortega, 1998）。ウォルマート
33 
 
は EDLP のためには EDLC が必要であるとしている（Berg and Roberts, 2012）が、後
述通り、そのためには低コストを実現できるオペレーションの仕組みが必要である。ウォ
ルマートはあらゆる角度から会社経費を切り詰めて EDLP を実現していると主張している
（Walton, 1992、渥美・桜井監訳, 2002）。 
先述通り、多くの先行研究はハイ＆ローと EDLP の 2 項比較をテーマとしているが、
Bell and Lattin（1998）、Ellickson and Misra（2008）、Gauri et al.（2008）、Hoch et 
al.（1994）、Popkowski Leszczyc et al.（2004）、Tang et al.（2001）は、ハイ＆ローと
EDLP の 2 つの価格戦略の中間ないしは混合戦略をも示している。Ortmeyer et al.




（2003）、Shankar and Bolton（2004）はハイ＆ローと EDLP に加え、派生的な価格戦
略の存在を指摘している。 
 









EDLP において 10%の価格引下げは 18%の粗利益減をもたらし、ハイ＆ローにおいては
10%の価格引き上げは 15%の粗利益減をもたらしたとしている。つまり、ハイ＆ローの価
格戦略は EDLP に比べて高い粗利益率を確保しており、EDLP への価格戦略変換は粗利益
率を低減させてしまう。ハイ＆ローから EDLP への変換は、さほど大きな売上増をもたら
                                                   






また、Ellickson et al.（2012）によると、ハイ&ローから EDLP への価格変換は大きな
スイッチングコストが発生すると指摘している。よって、ハイ&ローから EDLP への価格
変換はその実行が難しいのである。その結果、多くの既存のスーパーマーケット事業者は
依然としてハイ＆ロー価格戦略に留まっているのである（Bolton and Shankar, 2003）。 
ハイ＆ローと EDLP の価格戦略の選択によるコストに対する影響について、Lattin and 
Ortmeyer（1991）はハイ＆ローはサプライヤーからの価格投資補填に基づく価格割引を
行うため、商品調達に関しては低コストが実現できるが、価格変化を行うことに係る人件




































の変化は EDLP の採用を促進し、EDLP を採用する小売企業が増えたのである（Bolton et 
al., 2010）。 






























(1) 価格戦略の類型がハイ＆ローと EDLP の 2 項比較に研究が集中している。 
(2) ハイ＆ローは、売上増大については EDLP に比して貢献する。一方で、コスト低減に










































先行研究は、ハイ＆ローと EDLP の 2 項比較に焦点が当てられている。EDLP は小売業に
おける一つの価格戦略に過ぎないが、先行研究において、Hoch et al.（1994）3は、EDLP
価格戦略による総利益率の低減は、ハイ＆ローから EDLP への変換を難しいものにしてい
                                                   
3 EDLP 戦略は売上総利益率を低下させるため、それによって失う単位当たり総利益額を数量
増による総利益増によりカバーしない限り EDLP 戦略を採用するメリットは無いとしている。 
38 
 




















































                                                   
4 分析対象としたスーパーマーケット 32 社の過去約 30 年間（1985 年～2017 年）で入手

























                                                   
5 スーパーマーケット事業における営業利益の産出式は次の通り。 
売上営業利益額 = 売上総利益額－販売管理費（人件費、広告宣伝費、店舗賃料、他経費） 




















として 2007 年度、2012 年度、2017 年度の業績数値を用いる。パネルデータを基にしたス






















表 3 スーパーマーケット 32 社7の指標 
  営業利益率 販売管理費率 総利益率 
スーパー 2017 2012 2007 2017 2012 2007 2017 2012 2007 
ベルク 4.79% 5.14% 4.21% 21.73% 22.12% 25.38% 25.73% 25.86% 25.97% 
ヤオコー 4.43% 4.74% 3.86% 28.27% 28.50% 28.88% 27.92% 28.81% 28.39% 
ハローズ 4.12% 3.58% 3.64% 23.32% 23.56% 21.98% 24.88% 24.26% 23.41% 
オーケー 4.36% 6.03% 4.50% 17.03% 15.03% 15.03% 21.38% 21.06% 19.53% 
アクシアル 3.96% 3.26% 3.64% 23.49% 23.45% 24.45% 27.44% 26.71% 28.09% 
ダイイチ 3.50% 2.46% 1.80% 22.20% 22.32% 23.11% 24.29% 23.19% 23.88% 
エコス 3.04% 1.34% 0.28% 24.36% 25.76% 26.95% 25.25% 25.00% 25.06% 
大黒天物産 3.77% 4.71% 4.59% 19.70% 18.07% 18.76% 23.47% 22.78% 23.34% 
マミーマート 2.85% 2.32% 2.04% 24.75% 23.77% 24.30% 26.27% 24.60% 24.71% 
アークス 2.90% 3.21% 3.20% 21.72% 20.18% 19.15% 24.62% 23.39% 22.35% 
バロー 3.08% 3.85% 3.34% 25.41% 23.92% 23.76% 24.72% 24.00% 23.51% 
ジェーソン 2.76% 1.17% 4.46% 23.22% 23.65% 21.13% 25.98% 24.82% 25.60% 
MX 東海 2.46% 2.88% 4.43% 23.96% 23.61% 25.47% 24.63% 24.77% 25.87% 
フジ 2.40% 1.53% 1.60% 27.13% 26.82% 28.10% 23.47% 22.63% 24.41% 
リテール P 3.29% 5.03% 5.04% 21.78% 22.40% 22.84% 23.45% 25.21% 25.39% 
MX 中部 2.36% 1.53% 2.07% 26.18% 25.52% 25.85% 25.93% 24.58% 25.56% 
ライフ 2.00% 2.27% 2.19% 28.76% 27.69% 26.49% 27.87% 26.92% 26.09% 
アオキ 2.49% 1.69% 3.20% 17.34% 18.03% 16.85% 15.21% 15.26% 16.88% 
関西スーパー 1.52% 1.77% 2.09% 24.53% 23.48% 24.49% 26.05% 23.46% 24.52% 
MX 西日本 2.36% 2.88% 3.82% 23.70% 23.08% 22.67% 23.79% 23.62% 24.45% 
PLANT 1.52% 3.68% 0.30% 18.34% 16.42% 18.35% 19.86% 20.10% 18.65% 
いなげや 0.96% 1.86% 1.73% 30.69% 29.44% 29.04% 28.04% 27.51% 27.56% 
MX 東北 1.31% 0.75% 1.57% 23.19% 23.90% 24.46% 22.70% 22.19% 23.77% 
東武ストア 1.54% 1.91% 2.85% 26.36% 27.07% 23.23% 25.64% 28.99% 26.08% 
MX 九州 1.54% 2.25% - 23.12% 22.83% - 23.45% 23.82% - 
ヤマザワ 1.36% 3.17% 3.20% 26.37% 24.69% 25.40% 27.73% 27.86% 28.61% 
北雄ラッキー 0.83% 1.17% 1.16% 27.05% 26.13% 25.74% 25.15% 24.73% 24.64% 
マルヨシ 1.39% 1.63% 1.13% 25.98% 23.78% 25.39% 27.37% 24.05% 25.27% 
MX 北海道 1.06% 1.08% 1.41% 22.05% 23.84% 24.13% 21.68% 23.19% 23.46% 
オークワ 1.17% 2.40% 3.00% 27.95% 26.19% 25.85% 25.60% 25.16% 25.40% 
ヤマナカ 0.66% 0.31% 1.38% 30.33% 30.48% 28.43% 25.60% 25.50% 25.21% 
アルビス 3.34% 1.63% 0.83% 28.15% 27.90% 22.51% 29.98% 27.83% 22.10% 
平均 2.47% 2.60% 2.66% 24.32% 23.86% 23.81% 24.85% 24.43% 24.44% 
出典 数値は各社の有価証券報告書及び各社公表財務諸表を基に、決算期年度で著者が作成。 
                                                   





基本統計分析結果は表 4 の通りである。 
 
表 4 基本統計分析 
要約統計量        
サンプルサイズ 96             
                
変数名 有効 N 平均値 中央値 標準偏差 分散 最小値 最大値 
売上販売管理費率 95 0.245 0.247 0.027 0.001 .152 .300 
売上総利益率 95 0.240 0.249 0.034 0.001 .150 .307 
営業利益率 95 0.026 0.024 0.013 0.000 .003 .060 
 
まず、2007 年度、2012 年度、2017 年度の 3 年分のデータに基づき、売上総利益率、売
上販売管理費率、売上営業利益率の相関関係を分析した。結果は表 5 の通り。 
 
表 5 スーパーマーケット事業者の相関分析 
相関分析       
  総利益率   販売管理費率   営業利益率   
総利益率 1.000           
販売管理費率 .754 ** 1.000       
営業利益率 .053   -.424 ** 1.000   




な負の相関が見られた（r(93)=-0.424, p<0.001）。この結果を散布図で示したものが図 9 で
ある。営業利益率と総利益率との間には有意な相関が見られなかった（r(93)=0.053, 






図 8 スーパーマーケット事業者の総利益率と販売管理費率の相関分析 
 










































企業の 3 年度（個人レベル）の 2 階層でマルチレベル分析を行った。 
 
表 6 スーパーマーケット事業者のマルチレベル相関分析 
  販売管理費率   総利益率   営業利益率   
販売管理費率 .801 ** .594 ** -.272 * 
総利益率 .771 ** .828 ** .406 ** 
営業利益率 -.495 * -.036   .570 ** 
































変数、総利益率（個人レベル、集団レベル）を説明変数にした結果を表 9 に示した。 
 
表 7 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（総利益率・販売管理費率） 
階層線形モデル   グループ数 = 32 サンプルサイズ  =95  
         
固定効果 目的変数 =総利益率       
変数名 係数 標準誤差 95%下限 95%上限 df t 値 p 値   
切片 0.246 0.003 0.240 0.251 30 87.385 .000 ** 
販売管理費率 (wc) 0.501 0.116 0.265 0.738 30 4.328 .000 ** 
販売管理費率_m (gm) 0.559 0.109 0.337 0.781 30 5.148 .000 ** 
         
変量効果(分散成分)                 
変数名 標準偏差 分散 分散比率 信頼性 df χ2 乗値 p 値   
切片 0.015 0.000 .841 .940 30 540.217 .000 ** 
販売管理費率 0.392 0.154 .229 .354 31 65.293 .000 ** 







                                                   




表 8 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（営業利益率・販売管理費率） 
階層線形モデル   グループ数 = 32 サンプルサイズ =95  
         
固定効果 目的変数 =営業利益率       
変数名 係数 標準誤差 95%下限 95%上限 df t 値 p 値   
切片 0.026 0.002 0.022 0.029 30 14.415 .000 ** 
販売管理費率 (wc) -0.327 0.116 -0.563 -0.091 30 -2.826 .008 ** 
販売管理費率_m (gm) -0.175 0.056 -0.290 -0.060 30 -3.119 .004 ** 
         
変量効果(分散成分)         
変数名 標準偏差 分散 分散比率 信頼性 df χ2 乗値 p 値   
切片 0.010 0.000 .777 .911 30 363.024 .000 ** 
販売管理費率 0.483 0.233 .431 .539 31 104.110 .000 ** 
残差 0.005 0.000             
 
表 9 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（営業利益率・総利益率）9 
階層線形モデル    グループ数 = 32 サンプルサイズ = 95  
         
適合指標 近似 R2 Adjust R2 F 値 df p 値 AIC BIC CAIC 
  .034 .019 10.099 2, 40 .000 -593.775 -581.006 -593.101 
         
固定効果  目的変数 =営業利益率      
変数名 係数 標準誤差 95%下限 95%上限 df t 値 p 値   
切片 0.026 0.002 0.022 0.030 30 12.875 .000 ** 
総利益率 (wc) 0.271 0.062 0.146 0.396 62 4.337 .000 ** 
総利益率_m (gm) -0.004 0.073 -0.152 0.144 30 -0.059 .953   
         
近似標準化係数  目的変数 =営業利益率      
変数名 営業利益率   VIF      
総利益率 .185 ** 1.000      
総利益率_m -.008   1.000      
R2 .034          













3-3. 分析結果 2 
 
























表 10 スーパーマーケット 32 社10の効率性評価 DEA 
2002 年   2007 年   2012 年   201７年   
大黒天物産 1.0000 リテール P 1.0000 オーケー 1.0000 オーケー 1.0000 
ベルク 0.9297 大黒天物産 0.9104 ベルク 0.8523 ベルク 1.0000 
MX 東海 0.7239 オーケー 0.8927 リテール P 0.8348 ヤオコー 0.9251 
アクシアル 0.7214 ジェーソン 0.8853 ヤオコー 0.7870 ハローズ 0.8590 
バロー 0.6065 MX 東海 0.8798 大黒天物産 0.7820 大黒天物産 0.8252 
ジェーソン 0.6041 ベルク 0.8357 バロー 0.6390 アクシアル 0.8250 
ヤオコー 0.5702 ヤオコー 0.7665 PLANT 0.6100 ダイイチ 0.7310 
リテール P 0.5655 MX 西日本 0.7577 ハローズ 0.5949 アルビス 0.6959 
PLANT 0.5463 ハローズ 0.7229 アクシアル 0.5410 リテール P 0.6864 
オーケー 0.5298 アクシアル 0.7217 アークス 0.5334 バロー 0.6420 
ハローズ 0.5053 バロー 0.6621 ヤマザワ 0.5256 エコス 0.6334 
ヤマザワ 0.4687 ヤマザワ 0.6357 MX 東海 0.4782 アークス 0.6045 
アオキ 0.4199 アオキ 0.6351 MX 西日本 0.4775 マミーマート 0.5950 
オークワ 0.4143 アークス 0.6344 ダイイチ 0.4078 ジェーソン 0.5750 
MX 中部 0.4052 PLANT 0.6010 オークワ 0.3981 アオキ 0.5680 
MX 西日本 0.3950 オークワ 0.5951 マミーマート 0.3853 MX 東海 0.5127 
マミーマート 0.3890 東武ストア 0.5655 ライフ 0.3761 フジ 0.5015 
アークス 0.3813 ライフ 0.4343 MX 九州 0.3741 MX 西日本 0.4930 
ダイイチ 0.3737 関西スーパー 0.4142 東武ストア 0.3172 MX 中部 0.4927 
北雄ラッキー 0.3701 MX 中部 0.4109 いなげや 0.3092 ライフ 0.4162 
関西スーパー 0.3430 マミーマート 0.4048 関西スーパー 0.2945 PLANT 0.3379 
いなげや 0.3363 ダイイチ 0.3570 アルビス 0.2702 MX 九州 0.3284 
MX 東北 0.3351 いなげや 0.3428 マルヨシ 0.2699 東武ストア 0.3284 
エコス 0.2973 フジ 0.3178 フジ 0.2545 関西スーパー 0.3174 
MX 北海道 0.2852 MX 東北 0.3109 MX 中部 0.2534 マルヨシ 0.2901 
アルビス 0.2776 MX 北海道 0.2798 アオキ 0.2494 ヤマザワ 0.2835 
マルヨシ 0.2504 ヤマナカ 0.2741 エコス 0.2231 MX 東北 0.2738 
ライフ 0.1985 北雄ラッキー 0.2309 北雄ラッキー 0.1948 オークワ 0.2448 
フジ 0.1805 マルヨシ 0.2238 ジェーソン 0.1938 MX 北海道 0.2210 
東武ストア 0.1199 アルビス 0.1637 MX 北海道 0.1794 いなげや 0.2006 
ヤマナカ 0.0515 エコス 0.0550 MX 東北 0.1248 北雄ラッキー 0.1728 





上当たりの営業利益、販売管理費当たりの営業利益を MS Excel のソルバーを使って算出し
                                                   




た。結果は表 10 の通り、オーケーストアと大黒天物産が過去 15 年間で効率的な経営を実
践していたと言える。一方で、マックスバリュ東海は経年で効率を落としている。 
次に、表 11 に過去 15 年間の売上成長を記載したが、オーケーストアと大黒天物産は、
いずれも高い売上成長率を結果として残している。 
 










































EDLP を戦略として表明している。オーケーストア11は 1958 年創業後、1986 年には






















                                                   
11 株式会社オーケーのホームページより抜粋。 




























































































































































































































                                                   
13 ダイエーに関するインタビュー実施日は以下の通り。記載は月/日。 
年 面談者 a 面談者 b 面談者 c/d 面談者 e/f 
2010 年 7/20 11/16     
2011 年   4/21、6/10、10/20     



















1960 年後半には全国展開を進め、1972 年には東京証券取引所第一部上場を果たし、同年 8
月、売上で三越百貨店（株式会社三越）を抜き、創業わずか 15 年で日本最大の小売企業と
なった。その後、全国各地の地場スーパーマーケットと資本提携により傘下に納める形で小
売企業グループを形成し、1980 年には、小売業で初めて売上 1 兆円を達成した。そして、
1994 年には、ダイエー、株式会社忠実屋、株式会社ユニードダイエー、株式会社ダイナハ










進されていった。この考え方は、奇しくも、1962 年に Wal-Mart Stores, Inc.を立ち上げた




















背景に、ダイエーの業績は徐々に悪化、1998 年 2 月期には上場以来初の経常赤字に陥った。
これを受けて、1999 年 1 月に中内功は会長に、味の素株式会社の元社長鳥羽薫が社長に就
任し、ダイエーは再建への取り組みを始めた。2001 年には、中内功がグループの職を全て
辞任し、高木邦夫が社長に就任。同年 3 月には 1,000 名をリストラ（希望退職）し、資産の
売却を開始した。2001 年に株式会社ローソンを売却、2002 年にプランタン銀座を売却、同









                                                   












 2005 年 3 月、支援スポンサーとして株式会社丸紅と株式会社アドバンテッジ・パートナ
ーズ27が決定した。2006 年 8 月には丸紅が産業再生機構の保有する 33.6%の全株式を取得













む方針を発表したが、経済産業省の圧力を受けた主力 3 行（UFJ 銀行、三井住友銀行、み
                                                   
19 2006 年 3 月、会社分割し、株式会社 OPA を設立。2007 年に十字屋を吸収合併。 
20 株式会社 OPA の子会社 
21 2006 年に株式会社グルメシティ近畿に商号変更。 
22 2006 年に株式会社グルメシティ九州に商号変更。 
23 2006 年にダイエーに吸収合併。 
24 2006 年にダイー江に吸収合併。 
25 ダイエーグループの株式会社アルタックフーズと合併し、株式会社アルティフーズとな
る。 
































                                                   




平成 20 年 2 月期において、連結ベース（株式会社オーエムシーカード、株式会社 55 ス
テーションを除く）で、営業収益 1 兆 4,800 億円、営業利益 400 億円を見込む。 
 
 再建業務は出資比率が 33.4%の産業再生機構と、23.4%のアドバンテッジ・パートナーズ









店舗29及び連結子会社 18 店舗を閉鎖し、ノンコア事業である DAIEI(USA), INC.、他 6 社
を売却、新神戸開発株式会社、他 10 社を清算した。これらの施策に関連し、人員削減を実
施。2005 年 5 月に管理職 200 人、9 月に一般社員 1,500 人の希望退職を募った。ダイエー
は 2005 年度（2005 年 3 月 1 日～2006 年 2 月 28 日）に約 150 億円、2006 年度（2006 年
3 月 1 日～2007 年 2 月 28 日）には約 380 億円の人件費を削減した。 
 縮小均衡策に見える産業再生機構の再建策には、保有事業の成長戦略も盛り込まれてい
た。成長戦略の柱は、スーパーマーケット業態を核とした新規出店と、既存店舗の大規模改
装の 2 つであった。 
(1) 新規出店には、向こう 5 年間で、小型食品スーパーマーケット業態にてエリアを首都圏
と近畿圏に集中して 10 店舗開設する。 












(2) 既存店舗については、テナント導入と連動させ、大規模改装を実施する。向こう 2 年間





 産業再生機構とアドバンテッジ・パートナーズ主導の再建策の結果は、2007 年 5 月 24
日発表の 2007 年 2 月期の決算数値が表しており、対前年比較は次の通りである。 
(1) 売上：前年比 ▲3,846 億円（▲26.9%） 
(2) 売上原価： ▲3,159 億円（▲30.1%） 
(3) 営業収入： ▲67 億円（▲2.7%） 
(4) 営業総利益： ▲753 億円（12.1%） 
(5) 販売費及び一般管理費： ▲791 億円（▲13.6%） 
(6) 営業利益： ＋38 億円（＋8.5%） 
売上、営業総利益は前年に比して大きく減少しているが、販売費及び一般管理費の削減によ
り、営業利益は＋8.5%と改善している。産業再生機構は、ダイエーの再建における役割を
終えたと判断し、2006 年 7 月 28 日にマイノリティー・スポンサーである丸紅にその全株
式を譲渡すると発表した。また、アドバンテッジ・パートナーズも持ち分の半分を売却した。
約 1 年半における産業再生機構によるダイエーの再建策はうまくいったかのように見える
が、その後、ダイエーの凋落は加速することとなる。図 11 の連結売上推移、図 12 の連結
営業利益の推移を見れば、その実態が明らかである。 
産業再生機構の役割は、あくまでも危機に瀕したダイエーの短期延命であり、その後の本
格的な事業再生の支援スポンサー探しが行われた。2004 年 12 月 7 日の第 1 次スポンサー
企業の第一次入札には、イトーヨーカ堂、イオン、ウォルマートなど小売大手をはじめとす
る 10 グループが応札した。最後の入札である 2005 年 2 月 28 日には、丸紅、イオン、株式
会社 KIACON30の 3 グループが応札した。支援企業に選ばれるためには、ダイエー、産業
再生機構、主力銀行 3 行が策定した事業再生計画に沿うことが求められていた。翌 2005 年
3 月 7 日、ダイエーの支援スポンサーが丸紅とアドバンテッジ・パートナーズに決定した。






2006 年 7 月 28 日、産業再生機構の保有する発行済み株式 33.6%を取得し筆頭株主とな


















































                                                   
31 日経ビジネス 2006 年 8 月 21 日号「ダイエー浮上せず」。 






























 2007 年 3 月 9 日、丸紅、イオン及びダイエーの 3 社間での資本・業務提携をそれぞれ発
表した。イオンは丸紅の保有するダイエー株式を 5.12%及びダイエーが保有するマルエツ
の株式21.27%を取得した。また、イオンと丸紅は相互に100億円程度の株式を持ち合った。




「信用不安から 01 年に株価 58 円まで急落した丸紅は、有利子負債削減などで V 字
                                                   
33 2011 年 10 月 20 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
34 2011 年 10 月 20 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
35 経済産業省 商業動態統計調査を基にした。 
























2005 年 2 月における負債残高 1 兆 270 億円を 2007 年 2 月には 2,192 億円に削減。 
(2) 不採算店舗閉鎖 




希望退職 1,456 名実施 
(5) グループ再編 




































① 商圏と MD の不整合 
② 衣料品・生活用品は、坪効率の改善は進むが、売上は縮小傾向 
③ 導入テナントの不振・ミスマッチ 
(2) 小型 SM 店の新規出店：大都心圏（首都圏、近畿圏、九州圏）でのドミナント展開 
結果 


















4-4. 中期経営計画（2007 年～2009 年） 
 
 ダイエーは、2007 年 5 月 17 日に「ダイエーグループ新中期経営計画」を発表した。西





















(2) 店舗戦略：地域毎に成長戦略を描く体制（5 販売本部）の構築。 




     （単位：億円）  
  2007 年度   2008 年度   2009 年度   
営業収益 12,200   10,700   11,100   
営業利益 310   220   270   
経常利益 220   160   210   
当期利益 130   80   130   
有利子負債 1,100 億円（有利子負債/EBITDA 2.3） 
 *07 年度数値は’07/4/20 公表値（OMC カード売却未織込み） 






















④ 棚割改善と SKU 数の見直し 







② 2005 年度、2006 年度の計画未達店舗について、個別レビュー及び手直し改装を実
施する。 
 
















① S&B による出店 




















































2007 年度 10 億円 
2008 年度 60 億円 









 2010 年 2 月 25 日の記者会見にて、西見徹社長は同年 3 月末付での辞任を表明し、代わ
って丸紅の桑原道夫副社長が 5 月の総会で代表取締役社長に就任する旨を、ダイエーは発
表した。これは、2010 年 2 月期の業績が連結営業損益で赤字になったことに対する引責で
あり、2007 年に策定した「ダイエーグループ新中期経営計画」に基づく経営が計画通りに









連結ベースで 2007 年度（2008 年 2 月期）と 2009 年度（2010 年 2 月期）を比較すると、
売上は 6.9%（66,793 百万円）の減少、営業利益は 14,442 百万円の黒字から 1,156 百万円
の赤字に、当期純利益は 40,210 百万円の利益から 11,885 百万円の赤字となった。営業利
益は 3 年で 15,598 百万円、当期利益は 52,095 百万円減少した。これだけ利益が減少する



































 表 12 ダイエーの役員の状況（2007 年度～2012 年度） 
 会計年度 2007 年   2008 年   2009 年   
代表取締役会長 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 
代表取締役社長 西見徹 丸紅 西見徹 丸紅 桑原道夫 丸紅 
専務取締役         山崎康司 丸紅 
専務取締役         山下昭典 イオン 
常務取締役 山崎康司 丸紅 山崎康司 丸紅     
常務取締役 高橋義昭 プロパー 高橋義昭 プロパー     
常務取締役 山下昭典 イオン 山下昭典 イオン     
常務取締役 石村龍道 丸紅 石村龍道 丸紅 石村龍道 丸紅 
常務取締役 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 
取締役 中前圭司 プロパー 中前圭司 プロパー 玉虫敏夫 プロパー 
取締役 佐藤精四郎 丸紅 鍬村浩一 丸紅     
取締役 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 
取締役 田村実 プロパー 田村実 プロパー     
取締役 向井穣 イオン 向井穣 イオン     
監査役（常勤） 鎌田智行 丸紅 鎌田智行 丸紅 鵜山和英 丸紅 
監査役（常勤） 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 
監査役  豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 
監査役  坂本徹郎 丸紅 桑原道夫 丸紅 大田道彦 丸紅 
 
 会計年度 2010 年   2011 年   2012 年   
代表取締役会長 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 
代表取締役社長 桑原道夫 丸紅 桑原道夫 丸紅 桑原道夫 丸紅 
専務取締役 山崎康司 丸紅 山崎康司 丸紅 山崎康司 丸紅 
専務取締役 山下昭典 イオン 山下昭典 イオン 山下昭典 イオン 
常務取締役 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 
常務取締役 石村龍道 丸紅         
常務取締役 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 
常務取締役 鍬村浩一 丸紅 鍬村浩一 丸紅     
取締役 玉虫敏夫 プロパー 玉虫敏夫 プロパー 玉虫敏夫 プロパー 
取締役     小倉泰彦 丸紅 小倉泰彦 丸紅 
監査役（常勤） 鵜山和英 丸紅 鵜山和英 丸紅 鵜山和英 丸紅 
監査役（常勤） 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 
監査役  豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 
監査役  水本圭昭 丸紅 田島真 丸紅 田島真 丸紅 











表 13 2007 年～2009 年大手総合スーパーのカテゴリー別既存店前年売上比 
競合他社比較     
売上高前年比     
2007 年 合計 食品 衣料品 生活用品 
ダイエー 97.7 98.9 94.8 95.9 
イトーヨーカ堂 97.7 99.1 96.0 95.6 
イオン 99.6 100.1 98.7 99.7 
ユニー 97.9 97.1 95.8 97.1 
平均値（単純） 98.4 98.8 96.8 97.5 
     
2008 年 合計 食品 衣料品 生活用品 
ダイエー 99.7 102.0 94.6 96.5 
イトーヨーカ堂 96.8 100.3 94.4 92.4 
イオン 97.7 100.2 93.9 95.6 
ユニー 97.5 99.7 90.8 95.4 
平均値（単純） 97.3 100.1 93.0 94.5 
     
2009 年 合計 食品 衣料品 生活用品 
ダイエー 94.6 96.3 88.2 94.9 
イトーヨーカ堂 94.7 96.5 91.9 92.9 
イオン 94.8 95.7 95.1 96.5 
ユニー 93.2 94.5 87.5 94.4 










                                                   







表 14 新中期経営計画のレビュー：総利益の改善施策の結果 
総利益改善施策の総括    
売上総利益計画比    単位：億円 
  合計 食品 衣料品 生活用品 
2007 年 -54 -22 -21 -11 
2008 年 -87 -16 -48 -23 
2009 年 -115 -53 -39 -23 
３ヵ年合計 -256 -91 -108 -57 
          
売上総利益計画比  要素分解   単位：億円 
市況影響部分 合計 食品 衣料品 生活用品 
2007 年 -21 -16 -5 0 
2008 年 -89 -34 -35 -20 
2009 年 -77 -52 -14 -11 
３ヵ年合計 -187 -102 -54 -31 
     
売上総利益計画比  要素分解   単位：億円 
売上施策未達部分 合計 食品 衣料品 生活用品 
2007 年 -13 1 -9 -5 
2008 年 32 20 6 6 
2009 年 -3 8 -12 1 
３ヵ年合計 16 29 -15 2 
     
売上総利益計画比  要素分解   単位：億円 
総利益施策未達部分 合計 食品 衣料品 生活用品 
2007 年 -21 -8 -7 -6 
2008 年 -32 -3 -20 -9 
2009 年 -34 -9 -13 -12 
３ヵ年合計 -87 -20 -40 -27 







                                                   































                                                   
41 2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
42 2012 年 2 月 27 日に行った c 氏・d 氏とのインタビューを基にした。 
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4-6. 新中期経営計画（2010 年～2012 年） 
 













ます。』」（ダイエー , 2010）  
 















表 15 第 2 次中期経営計画(BD55)概要 
1．方針 
(1) ありたい姿 
  お客様、地域社会の『ライフソリューションパートナー』 
(2) 企業としての役割 
  日々の生活の問題解決（ライフソリューション）を通じて、より安心・安全、且つ豊
かな暮らしのお手伝い   
(3) ゴールへの道筋 
  毎日の暮らしにおける「問題解決」を目的とした事業体へ変革することでお客様、地
域社会とともに発展できる企業を目指す   
(4) 事業領域 
  日々の暮らしに密着した、生活必需品を中心とした販売とサービスの提供 
2．経営戦略 
(1) 基本戦略 
  ① 既存事業の損益分岐点引き下げ                 
  ② 既存資産の活性化とグループ事業の再編                
  ③ 成長を担う事業と人材の育成              
(2) グループ戦略 
  ② 業態別の運営主体を整理、検討  
  ③ DS（Big-A）業態の近畿圏拡大検討（2012年度）    
  ④ 単体、各社のマーチャンダイジング融合推進 
(3) 業態戦略 
  ① コモディティ事業（最寄品を主体とした販売とサービス）とスペシャリティ事業（シーズナブ
ル商品を主体とした販売とサービス）を軸に、5つの業態に再規定   
  ② コモディティ事業の拡大（新規出店、活性化） 
   ｲ) 品揃え 
    購買／消費頻度で品揃えを見直し、生活必需品の「買いやすさ」を追求 
   ﾛ) サービス 
    時間（短縮、消費、代替）、経済性・簡便性（価格、手間／労力、ムダ）、環境・エコ、楽しさ
（意識、資源、健康、情報）に対応した商品・サービス機能を充実   
   ﾊ) 新規出店 約 50 店舗 
   ﾆ)店舗活性 約 130 案件 
  ③ スペシャリティ事業の再生（活性化） 
   ｲ) 売場 
    物販（衣食住）、サービスに拘らず、育む（子育て・自分磨き）、働く（通勤／通学・職場）、過
ごす（住居・余暇）の 3つの生活シーン別の売場に再編   
   ﾛ) 店舗活性 約 70 案件 
(4) エリア戦略 
  ① 地域単位での早期損益改善  
   店舗運営の標準化により、全地域の損益分岐点引き下げを最優先 






業  態 屋 号 事 業 内 容 
DS ビッグ・エー コモディティ 
SM グルメシティ コモディティ 
SSM ダイエー コモディティ 






















4-7.  2012 年 9 月 中間決算：業績予想の大幅下方修正 
 
ダイエーは、桑原道夫新社長の下で BD55 を掲げて、再建について再度チャレンジを行
った。2010 年度（2011 年 2 月期）には営業赤字から脱却し、順調に再建に向けた第一歩を
歩み出した。そして、2011 年度（2012 年 2 月期）には 3 期ぶりに経常黒字を達成し、2012
年度（2013 年度 2 月期）の最終黒字転換を目指した。最初の 2 年は順調な軌跡を辿ったよ





「ダイエーは 26 日、2013 年 2 月期の連結最終損益が 50 億円の赤字（前期は 113
億円の赤字）になる見通しだと発表した。5 期連続の最終赤字となる。従来予想は 10
億円の黒字だった。価格競争が激しく、既存店売上高が苦戦している。売上高は前期
比 3%減の 8,430 億円と、従来予想を 270 億円下回る。コンビニエンスストアやドラ
ッグストアなどとの競争で、来店客数が減少。利益率の高いプライベートブランド
（PB＝自主企画）は堅調だが、客数の減少を補えない。同日発表した 12 年 3~8 月期
決算見通しは、売上高が前年同期比 4%減の 4,200 億円、最終損益は 27 億円の赤字
（前年同期は 93 億円の赤字）だった。既存店売上高（単体）は 4%減ったもよう
だ。」（日本経済新聞, 2012 年 9 月 26 日） 
 
表 16 ダイエー連結損益計算書（2005 年度～2012 年度） 
ダイエー業績 連結      単位：百万円 
 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
売上 1,431,508 1,046,958 972,288 964,964 905,495 849,587 809,384 772,809 
 対前年増減率   -26.9% -7.1% -0.8% -6.2% -6.2% -4.7% -4.5% 
売上総利益 380,723 312,071 295,049 291,240 269,819 256,037 246,718 233,448 
 総利益率 26.6% 29.8% 30.3% 30.2% 29.8% 30.1% 30.0% 30.2% 
営業収入 243,619 236,930 223,723 75,886 71,320 62,214 60,110 58,484 
営業総利益 624,342 549,001 518,772 367,126 341,139 318,251 306,828 291,932 
 営業総利益率 43.6% 52.4% 53.4% 38.0% 37.7% 37.5% 37.9% 37.8% 
販売管理費 579,815 500,693 504,330 361,193 342,295 315,008 303,099 294,615 
  販管費率 40.5% 47.8% 51.9% 37.4% 37.8% 37.1% 37.4% 38.1% 
営業利益 44,527 48,308 14,442 5,933 -1,156 3,243 3,729 -2,683 






表 17 ダイエー連結貸借対照表（2005 年度～2012 年度） 
ダイエー業績 連結      （単位：百万円） 
年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
流動資産 709,786 699,493 136,603 141,861 129,481 115,565 109,099 102,231 
固定資産 633,521 439,916 355,486 328,650 303,680 279,255 270,083 253,622 
資産合計 1,343,307 1,139,409 492,089 470,511 433,161 394,820 379,182 355,853 
流動負債 454,963 606,401 113,548 118,475 190,551 97,955 100,709 137,848 
固定負債 744,425 344,349 183,913 181,836 88,570 147,213 139,970 84,529 
純資産 143,919 188,659 194,628 170,200 154,040 149,652 138,503 133,476 





 2013 年 3 月 27 日、丸紅、イオン、ダイエーは資本・業務提携の解消を発表し43、同日に
イオンは公開買付けによるダイエーの株式取得を発表した44。2013 年 2 月期のダイエーの










                                                   
43 プレスリリース「イオン・ダイエー・丸紅による資本・業務提携契約の解消に関するお
知らせ」(2013 年 3 月 27 日） 
44 プレスリリース「株式会社ダイエー株券等に対する公開買付けの開始に関するお知ら




年 1 月に約 1000 人の早期退職を行ったが、その後は一度も人員削減を行っておらず、
平均年齢が高い。」（週刊ダイヤモンド, 2013 年 4 月 11 日）。 










2008 年を 100 とする 
 
出典 公表データ及びインタビューをもとに筆者が作成 
図 13 ダイエーの売上と営業利益の推移 
                                                   
45 プレスリリース「イオン株式会社による株式会社ダイエーの株式交換による完全子会社





























  売上高     営業利益 
単位：百万円     単位：百万円 
  
出典 ダイエーの有価証券報告書のデータを基に筆者が作成 




























































































































































                                                   
46 2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
47 2012 年 7 月 12 日に行った e 氏・f 氏とのインタビューを基にした。 
48 2012 年 3 月 13 日に行った c 氏・d 氏とのインタビューを基にした。 































                                                   
50 2012 年 4 月 18 日に行った c 氏・d 氏とのインタビューを基にした。 







年度に 29.8%であったものが、2010 年度には 30.1%、2011 年度には 30.0%、2012 年度に
は 30.2%と逓増している。また、販売管理費率は 2009 年度の 37.8%が、2010 年度には






















                                                   
52 ダイエーの事例で、2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 






























                                                   
54 表 13 によると、2007 年から 2011 年にかけて総資産額は 23%低減し、純資産額は 29%
低減した。 
55 ダイエーの事例で、2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
94 
 
(1) 2010 年 2 月に丸紅が送り込んだ代表取締役社長が退任した際に、イオンが送り込んだ
代表取締役会長は留任した。代表取締役会長に業績責任は無かったのであろうか。 
(2) 2007 年から 2012 年の役員構成は丸紅派遣者とイオン派遣者の硬直的なバランスの上
に成り立っていた56。丸紅とイオンのどちらが経営の主導権を取ったのか。 
















                                                   
56 ダイエー役員構成は表 12 の通り。 
95 
 
























































                                                   
58 インタビュー実施日は以下の通り。記載は月/日。 
年 面談者 A 面談者 B 面談者 C 面談者 D 面談者 E 
2011 年   7/20   7/8, 10/7 10/7, 12/26 
2012 年   3/15, 7/24 3/15, 6/25 5/9 2/22 
2013 年 10/17   1/18 5/22, 6/29, 8/28, 10/17 4/7, 9/12 






て質疑応答を行った。インタビューは、2007 年から 2011 年の西友の活動について、1 時間


















は 80 店に達し、その後も店舗数を増やした。しかし、1990 年代後半から財務状況が悪化し
始め、資金繰りを改善するために 2000 年に住友商事株式会社宛に 156 億円分の新株を発行
した。そして、2002 年に住友商事とウォルマートとの業務提携を実施し、ウォルマートは
西友に 6％の持ち分比率で出資した。 その後、ウォルマートは 2005 年に持ち分比率を 66％
に増やし、2008 年には TOB により完全子会社化にし、西友は上場廃止となった。2008 年、
西友はビジネス・モデルの変換を開始し、3 年を要したが、EDLP とリーン・オペレーショ









































1960 年代を通して、西友は、主に 2 つの西武鉄道線沿線（西武池袋線、西武新宿線）
で店舗を展開していったが、沿線市場の成長の限界から、1965 年以降、東京の西方には
JR 中央線と京王線に沿って、そして東方には総武線沿線に出店していった。店舗規模
















となった。同社は 1971 年に西友ストアー長野株式会社と改名された。 
西友は、独自で九州展開を図るために西友の名前を掲げた店舗を開設していたが、2001
年にローカル・スーパーの株式会社サニーの株式 60%を買収し、九州でのシェアを大幅に

















には、西友は南東アジアで 5 つ、米国には 3 つの駐在員事務所を有していた。1990 年
に、西友は初の大規模海外店、西友百貨店62を香港にオープンした。西友は 1992 年に、米
国のアウトドア用具・衣料品の専門小売業社である LL Bean, Inc.と松下電器産業株式会
社とで合弁事業（エル・エル・ビーン・インターナショナル）を立上げ、その年、この合
弁会社は日本で最初の LL Bean の店舗をオープンした。 LL Bean は独立企業として成長
していき、1996 年までに全国に 7 店を展開した。 
西友は 1995 年にシンガポールに西友百貨店 1 号店を、1996 年に 2 号店をオープンし
た。1996 年に中国で最初の西友ストアーをオープンし、同年、インドネシアに進出した。







































2-1-7. 1990 年代の新しいフォーマット： フードプラスとザ・モール 
1991 年のバブル崩壊後、日本での慢性的な経済低迷に見舞われた時期も、西友は新たな
事業機会を追求し続けた。西友は、食品スーパーとドラッグストアないしはホームセンタ










井市にオープンし、1997 年までに合計 6 店が開発された。ザ・モール、フードプラスの
コンセプトは 1990 年代後半の西友の国内事業拡大の中心的役割を担った。 
 
2-1-8. 無印良品 

























（TCF）は、不動産市場の急落に起因する巨大な不良債権を生み出した。 西友は TCF の
問題により、1995 年 2 月期（1994 年度）に 187 億円、1996 年 2 月期（1995 年度）には




年、西友の 2 つのグループ会社 であるメディコ株式会社（ドラッグストア）と西友フォ
トサービス株式会社は合併し、67 店のドラッグストアと 233 店のフォトショップを有す
る朝日メディックス株式会社となった。 
 
2-1-10. 1997 年の経営改革 
1997 年、西友は同社の再建を目指す経営改革を開始した。まず、5 人の取締役が刷新さ
れ、取締役の総数は 31 人から 14 人に減少した。ファミリーマートの副社長だった渡辺紀
之が会長に、良品計画の社長であった木内正雄が社長に就任した。様々な非小売事業への
投資や、中核の小売事業の改革の不備により、西友の収益は悪化していた。1997 年には
13 店舗、1998 年には 6 店舗を閉鎖し、また多数のグループ会社の処分を始めた。1988 年
に 2,800 億円で購入した InterContinental Hotels Corporation を 1998 年に 3,700 億円で
イギリスの Bass PLC に売却した。同月、西友はファミリーマートの 21.6％の株式を
1,350 億円で伊藤忠商事に売却した。 
西友は 1997 年当時、9,115 億円以上の負債を抱え、これは総株主資本 173 億円の 52 倍
に達していた。業績の悪化に伴い同社の資本は 117 億円に減少し、1999 年に、資金繰り





                                                   
66 大規模な土地の買収を伴う不動産開発を推進し、バブル崩壊で多額の負債を抱え、2001
年に特別清算された。2000 年時に西友は当社に 13%出資していた。 
104 
 




西友はウォルマート及び住友商事と、2002 年 3 月に業務提携の契約を発表し、同年 5
月にウォルマートは西友の株式の 6.1％を取得した。また、ウォルマートは 2007 年末まで
に、段階的に 66％まで出資比率を高める権利（新株予約権）を取得した。2007 年 10 月
22 日に、ウォルマートは西友の株式公開買付（TOB）を行うことを発表した。 この TOB
は成功し、西友は 1976 年の上場以来、32 年後の 2008 年に東京証券取引所から上場廃止
となった。 
 
2-2. 西友の状況：2007 年 
 




リンクを導入、レジ端末も IBM 製に入れ替えた。2004 年以降、ウォルマートのプライベー
ト・ブランド（PB）商品や直輸入商品の導入も進めた。組織もウォルマート型企業統治と
部門編成に変更された。しかし、売上は下げ止まらず、コストも下がらなかった。連結営業
利益は 2003 年度の 100 億円から、2004 年度の 96 億円、2005 年度の 12 億円と悪化した。




トは、2002 年より約 1,500 億円を投資して西友の株式の過半数の株式を取得し、西友の再
建に取り組んできたが、結果を出せずにいた。ウォルマートは先に進出したドイツ及び韓国












表 18 西友の経営陣（2007 年～2010 年） 





野田亨 執行役員最高執行責任者(EVP70) COO 外部より採用 
Sam Dunn 執行役員最高管理責任者(EVP) CAO ウォルマート派遣者 
青木岳彦 執行役員（EVP） 人事総務 外部より採用 
Lee Tappenden 執行役員（SVP） 商品本部長 ウォルマート派遣者 
Peter Sharp 執行役員（SVP71） 店舗開発本部長 ウォルマート派遣者 
田村真由美 執行役員（SVP） CFO 外部より採用 
金山亮 執行役員（SVP） 広報本部長 外部より採用 
綿谷洋 執行役員（SVP） 物流本部長 外部より採用 







問だ。』とセゾン OB は語る。」（日経 MJ, 2007 年 10 月 29 日）。 
                                                   
68 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
69 2007 年西友ホームページより 
70 EVP: Executive Vice President（SVP より上級） 





















ない。」（日経 MJ, 2007 年 8 月 17 日） 
西友は 2007 年当時、競合他社と変わらぬハイ&ローを維持しており、ウォルマートが経







                                                   
72 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 






新経営体制が整って 4 ヶ月後、ウォルマートは 2007 年 10 月 22 日に西友を完全子会社
にするために株式公開買付（TOB）を実施すると発表した。ウォルマートはこれまでの投資
分を加え、合計で約 2,400 億円を西友に費やすことを決断した。ウォルマートの上級副社長








済新聞, 2007 年 10 月 23 日） 
ウォルマートによる西友の完全子会社化及び経営改革について、メディアや業界は冷や













                                                   
75 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
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新聞, 2007 年 11 月 15 日） 
ウォルマート経営陣の訪日は、日本事業の継続についての妥当性を取締役会に説明する





2007 年 12 月 4 日、ウォルマートが西友に対して行った TOB は成立し、2008 年 3 月 18
日に開催した株主総会でウォルマートによる完全子会社化が承認された。そして、西友は、



















                                                   




























                                                   
77 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
78 第 3 章で取り上げたスーパーマーケット 32 社の財務諸表の分析結果を参照した。 
79 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
80 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
81 2013 年 9 月 12 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 



























～1.5%を、チラシを主とする広告宣伝費に費やした。例えば、2007 年には西友は 95 億円
（売上比 1.0%）、ダイエーは 264 億円（売上比 2.7%）、イトーヨーカ堂は 485 億円（売上
比 2.9%）を宣伝広告費・販売促進費に費やしていた85。目論見通り、顧客が特売商品と共に
                                                   
83 2013 年 4 月 7 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 































                                                   
86 Brunn（2006）、Christopherson（2007）、Fishman（2006）、Ortega（1998）、
Walton（1992）、田口（2005）を参照した。 






















ウォルマートは、創業時から EDLP 戦略を採用していたので、ハイ＆ロー戦略から EDLP
戦略への抜本的変換を経験していなかった89。よって、買収した海外子会社の戦略変換に苦
労していた。EDLP と EDLC は表裏一体であり、その両方が同時に機能しない限り、新た
なビジネス・モデルの変換は実践できなかった。特売はサプライヤーから価格低減の原資が
提供されるが、EDLP にはそれが無かった。よって、自ら価格投資の原資を捻出する必要が
あった。この原資を生み出すのが EDLC であった。 
「「EDLP は実行するのが難しいが、確立できれば最強の戦略になる」。野田亨最高
                                                   
88 各店舗は、商品本部が特定した商品に関し、競合他社店舗の価格を 1 日 2 回確認し、本
部にデータを送付した。基本は商品本部が価格を設定するが、一部の商品については各店
舗の採用で価格改定することが認められていた。 










減を実行した。2007 年 10 月に全社の正社員の約 7%に当たる 450 人の早期退職を募集し、
11 月の締め切りまでに、488 人が応募した。この早期退職は、44 歳以上 59 歳以下の正社
員が対象で、最大で月給の 18 カ月分にあたる退職割増金を支給するものであった。西友は
2004 年に店舗勤務社員を中心に約 1,600 人の早期退職を実施しており、人員削減を更に進
めたのであった。 
「本部を中心に非効率な部分にメスを入れる」（日本経済新聞, 2007 年 9 月 19 日） 
また、2008 年初より進めた強力なコスト削減により発生した店舗における余剰人員を
2008 年 10 月に早期退職制度により削減した。これは全従業員数の約 6%に当たる 350 人
である。 
「一連の合理化で店舗に必要な人員も削減。08 年 10 月には全従業員数の約 6%に当
たる 350 人規模の早期退職を募集した。これも業務効率化によって可能になった削減
だという。」（東洋経済, 2009 年 1 月 24 日） 
2007 年の本部の早期退職制度によるコスト削減は年間人件費で約 44 億円、2008 年の店
舗における早期退職制度によるコスト削減は年間人件費で約 32 億円、合計で約 76 億円の
年間人件費削減を実現したことになる90。 
一般的に、店舗を出店する場合、その土地と建物の所有に関し、購入あるいは賃貸にかか
わらず、15 年から 20 年という長期のコミット91が必要になる。出店した以上、容易には閉
鎖・退店できないのである。西友は、総合スーパーの先発組であり、1980 年～1990 年まで
は先行者利益を享受していたが、1990 年以降、各地域で競合他社の出店による競合が激し
                                                   
90 有価証券報告者などを基に筆者が計算した。社会保険・福利厚生費などを含む一人当た
り年間給与を約 9 百万円（対象者が本部の管理職、店長などの中間管理職であった）とし






できていなかった92。コスト削減の一環として、西友は 2008 年 9 月 30 日に不採算の店舗


















ーケット事業会社も調査した97。チームは 27 カ国に 10,700 以上の店舗と 220 万人の従業
員を擁し、世界最大のスーパーマーケット事業者で有名な EDLP プレーヤーであるウォル
                                                   
92 2013 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
93 (1)地方の SM（長野県：丸子店、坂城店、埴生店、東部店、岩槻店、若穂店、飯山店、大
口店、福岡県：壱岐団地店、須玖店、八女店） 
(2) 地方の中大型店（北海道：岩見沢店、茨城県：LIVIN 水戸店、群馬県：LIVIN 上田
店、伊勢崎店、埼玉：朝霞店、神奈川県：追浜店、大阪府：光明池店、河内長野店、新河
内長野店、佐賀県：佐賀巨勢店） 
94 2013 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
95 『Chain Store Age』2009 年 3 月 15 日。 
96 2012 年 5 月 9 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
97 2012 年 5 月 9 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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表 19 在庫回転率と売上販売管理費率の比較  
2007 年 在庫回転率 売上販売管理費率 
ウォルマート 10.2 18.6% 
イトーヨーカ堂 19.9 26.3% 
ダイエー 25.2 30.4% 
西友 18.0 28.3% 






ビジネス変革チームは、2007 年 12 月からオペレーション改革100を開始した。店舗のワ
ークフロー調査に基づいて、付加価値に不必要な作業が特定され、廃止ないしは変更された。






                                                   
98 2013 年に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
99 2012 年 5 月 9 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 




2-6. EDLP 戦略の実践 
 
2008 年 2 月に西友は、企業再建のために EDLP を本格的に導入してビジネス・モデルを




ち出した。」（日経 MJ, 2008 年 2 月 22 日） 
EDLP の実践は、商品調達や価格設定の責任部署である商品本部によって管理され、商

















                                                   
101 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
102 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 





飲料、加工食品、デイリー、日用品と EDLP 化のカテゴリーは 2 年間で拡充された。 
























                                                   
104 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 































                                                   
106 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 



















                                                   
108 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
109 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
110 『成長企業の法則』（名和, 2016, pp.332-333）を参照した。 
111 『成長企業の法則』（名和, 2016, pp.332-333）を参照した。 
112 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 























ての従業員は毎日 2 回、15 分間のミーティング（改善ミーティング）に参加した。大小問
わず、多くの改善テーマが店舗内で議論され、生産性改善の施策が実施された。 
                                                   
115 本図は西友の店舗ではないが、イメージとして使用するものである。 
116 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
117 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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セス・センター）活用比率を高めることで、08 年中に SM タイプの店はほぼ 100%PC
経由による商品供給となったほか、GMS タイプの店でも次第に PC 活用の比率をたか
めている。PC への投資の問題もあるが、GMS でもこの比率を高め、店内加工は将来







                                                   
118 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
















2008 年 6 月中間期では、SGAR は 27.5%と前年同期比 1.7%低下したので123、売上 8,000
億円として約 136 億円のコスト削減となっていたと考えられる。この傾向は 2009 年も続い
ているものと見られ、2 年間で EDLP に必要な価格投資額をコスト削減にて賄ったと言え
る。EDLP 及びビジネス変革は、モデル 2 店舗における実験が実施され、その検証結果を
基に全店に導入された。EDLP は、不規則な作業の流れや、特別な作業手配や残業を削減
し、従業員の定期的な勤務スケジュールを可能とした。これにより労働生産性は 2008 年か









                                                   
121 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
122 『販売革新』2009 年 4 月。 
123 『週刊東洋経済』2009 年 1 月 24 日。 
124 『日経 MJ』2009 年 8 月 31 日。 




マーケティングに関しては、特売及びそれに付随するチラシ制作・配布を 2 回から 1 回
にすることで、推定で年間約 44 億円のコスト削減となったと考えられる127。西友は、特売
とチラシ配布を週 2 回から 1 回にしたが、それ以外にも、1 日 2 回行っていた生鮮食品の















                                                   
126 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
127 (1) チラシ・コスト（大手出版社の担当者からのインタビューを基にした） 
＊制作費：全国 380 店舗エリアに 1 回当たり総数 11．5 百万枚配布、1 回あたりの配布に
関し、社内人件費を含め、1 刷 8 百万円で、年間約 4 億円と試算できる。 
＊配布費用：全国 380 店舗エリアに 1 回当たり総数 11．5 百万枚配布、週 2 回の配布とす
ると、社内人件費を含め、1 枚 3.5 円で、年間約 40 億円と試算できる。 
(2) 特売準備店舗人件費 
特売 1 回で 1 店舗当たり必要な人時は 75 人時（D 氏とのインタビューを基にした）、週 2




129 2014 年 9 月 11 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 






















日本のプライベート(PB)も含め PB と DI でいま 10%を超えたぐらいです。」（販売革新 







                                                   
131 2014 年 12 月 12 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
132 トラックへの最大限積載量。 














ケット(NM)である（田口、2005）。SC、DS は大きさで 5~6 フォーマットに区別されてお














                                                   
134 2013 年 9 月 12 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
135 2013 年に行った A 氏とのインタビューを基にした。 


















通常、坪当たり 20 万円～30 万円の経費が掛かり、店舗面積が 150 坪の小型店舗で 30～45






2008 年に入り、明確な EDLP 戦略を採用した西友は、EDLP/EDLC というソフトウェ
アを本格的に機能させるためのハードウェア変革戦略を強力に推進した。これまで地方の
スーパーマーケットに限定していた改装を首都圏の中型店、大型店にも広げた。 
「西友は 2 年以内に、衣食住の商品を幅広く扱う大型店を一斉改装する。対象は 100
店舗強の大型店のうち 90 店で、投資額は 300 億円超とみられる。西友は全国で約 390
店を運営している。過去 3 年間で約 180 店を改装したが、ほとんどが比較的小型の食
                                                   
マット）となってしまった（2014 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にし
た）。 
138 2014 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
139 2012 年 2 月 22 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 































                                                   
141 2014 年 12 月 12 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 































                                                   






























                                                   
144 スーパーでは売込商品を少しでも目立つように、通路中央に陳列することがある。
これをでっぱり陳列という。 
145 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
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＊浸透度： 定期利用者、即ち過去 4 週間で店舗を利用した消費者。 
＊ロイヤルティ: 定期的利用者における最もよく利用する消費者の比率。 
出典 AC ニールセン「消費者購買動向調査レポート」（2006） 
図 17 日本の GMS ストア・イメージ比較：ストアーのポジショニング 
 
そこで、西友は、2008 年 11 月に「KY（カカクヤスク）でいこう！」（図 18）というキ

















出典 日経 BP146 




西友は、2008 年 11 月に、加工食品・日用品を中心に年末までに 1,700 品目の恒久的な
値下げを実施、2009 年 1 月には住居用品 1,400 品目を値下げした。また、2009 年 3 月 2
日から 4 月中旬までの間に、既に EDLP に移行済みの日用雑貨に加えて加工食品、菓子を
加えた全ての加工食品を EDLP に移行した。徐々に進めてきた EDLP を主要な食品、日
用品、雑貨用品に拡大した。 
(2) 他社チラシ価格照合制度 
西友は、2008 年 11 月に「他社チラシ価格照合制度」を導入した。これは、対象商品の
販売価格を地域の最低価格まで引き下げる販売手法で、顧客が西友より安い表示価格の入













値下げの原資に回して、今後も低価格商品を強化する。」（日本経済新聞 2008 年 12
月 4 日） 
「価格競争が厳しさを増す中、調達力アップや効率的な事業体制の構築が改めて問
われ始めている。中期的には、その実現が生き残りのカギを握る可能性もある。」（フ
ジサンケイ・ビジネスアイ, 2008 年 12 月 4 日） 
(3) 価格比較広告 




込んだ。西友の比較広告は「安さの現場検証」という見出しで、2 月 26 日の埼玉県草加駅
周辺の店舗を対象にした。スポーツ飲料や洗剤など同じブランド 10 商品の購入代金総額
が記載されたレシートそのまま掲載した。これによると、西友の購入総額は 2,188 円であ
ったのに対し、マツモトキヨシは 2,369 円（西友より 181 円、8.3%高い）、イトーヨーカ
ドーは 2,660 円（西友より 472 円、21.6%高い）で、明確な差があるという内容であっ
た。 
 
                                                   





図 19 2009 年 3 月 5 日の一般紙朝刊に掲載された西友の価格比較広告 
 
「広告にも他店の価格をチェックしなくても、西友で買えば安いといった意味の文
言が入っている。」（日刊工業新聞, 2009 年 3 月 6 日） 





































イオンは、前日の 3 月 18 日に開催された戦略説明会において、試験的に導入していたプ
ライベート・ブランド(PB)「ベストプライス」を本格導入し、新たに 500 品目を投入する







2009 年 3 月 19 日に低価格戦略に鍵を切ったイオンは、競合に対抗する為に、価格を引
き下げることを、コストを引下げることより優先した。よって、2009 年 10 月 6 日に発表
した 2009 年度中間期決算では、大きく業績を悪化させた。価格を引き下げたものの、売上
を改善するには至らず、連結売上高は前年同期比 3.1%減、営業利益は同 39.5%であった。
主要事業である小売事業については、営業損益は 71 億円の赤字で、前年同期の 12 億円の
黒字から大きく悪化した。同時期に中間決算発表を行った他社も業績を悪化させていた。イ
トーヨーカドーは売上高前期比 10.6%減、31 億円の営業赤字、ユニーは売上高前期比 3.8%
減、営業利益前期比 57.7%減、単体営業利益は 11 億円の赤字、ダイエーは売上高未発表、
営業利益は 25 億円の赤字、と各社とも大きく業績を悪化させていた。 
「食品から衣料品まで幅広く扱う総合スーパー(GMS)が不振から抜け出せない。09
年 8 月中間連結決算は、イオンが 2 期連続の最終赤字で、セブン&アイ・ホールディン
グスも大幅な減収減益だった。ともに店舗数を絞り込み、事業構造を変えていく方針を
強調したが、新たな成長戦略は見通せない。」（朝日新聞, 2009 年 10 月 7 日） 
「イオンの業績不振が続いている。6 日発表した 2009 年 3 月～8 月連結決算は最終






スト構造改革が遅れた』と分析する。既存店売上高は 5%減。粗利益率も 1.3 ポイント




                                                   


















図 20 西友の売上と営業利益の推移 
 
                                                   

























表 20 西友の業績推移151 
西友業績推移 連結     単位：百万円 
 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
売上 997,103 960,861 952,301 920,801 925,405 934,659 945,875 
 対前年増減率   -3.60% -0.90% -23.10% 0.50% 1.00% 1.20% 
売上総利益 245,206 240,600 235,161 227,438 222,097 219,645 217,551 
 総利益率 24.59% 25.04% 24.69% 24.70% 24.00% 23.50% 23.00% 
営業収入 37,483 35,269 35,023 33,272 31,608 30,028 28,526 
営業総利益 282,689 275,869 270,184 260,710 253,705 249,673 246,078 
 営業総利益率 28.35% 28.71% 28.37% 28.31% 27.42% 26.71% 26.02% 
販売管理費 281,456 272,648 269,750 259,998 247,375 238,898 234,114 
  販管費率 28.23% 28.38% 28.33% 28.24% 26.73% 25.56% 24.75% 
営業利益 1,233 3,221 434 712 6,331 10,775 11,964 
 営業利益率 0.10% 0.30% 0.00% 0.10% 0.90% 1.30% 1.50% 
出典 筆者が作成 
                                                   


















  売上高     営業利益 
単位：百万円     単位：百万円 
 
出典 西友の有価証券報告書のデータを基に筆者が作成 



















































































































































図 22 西友の店舗業務の人時生産性の変化（2007 年～2010 年） 
                                                   

























オペレーション変革の結果、2007 年から 2010 年までの 4 年間の平均年間店舗人時生産




ス･モデル変革を推進した。西友が実践した EDLP 化の時系列的な流れは図 23 の通りであ
る。 
 
図 23 EDLP 実践の流れ 
 
西友の四半期ごとの売上既存店前年比を追ってみると、2008 年以降はプラスに転じ、
2009 年第 1 四半期はプラス 0.6%、第 2 四半期はプラス 1.2%、第 3 四半期は 1.3%と明ら
かに 2008 年第 4 四半期以降、売上は回復に転じた。 
「既存店売上高は 09 年 12 月期が 0.3%増、10 年 12 月期が 1.1%増と、わずかでは
あるが 2 年連続して上昇した。もちろん、これには 06 年から大規模に実施されてきた
改装の効果もあるが、根底には 08 年から推し進められてきた『プライスリーダーシッ






































関する先行研究については Appendix を参照のこと。 
 
3-1. ハイ＆ローから EDLP への変換 
 






























































の EDLP は、ドイツではハード・ディスカウントストアとの競争（Christopherson, 2007; 








































































































































































































                                                   








表 21 西友とダイエーの再建内容の比較 
  西友（2007-2011) ダイエー (2007-2012) 




  「新しい小売業スタイルの確立」 
    「ライフソリューションパートナー」 
 株主構成 ウォルマート 100%子会社 丸紅とイオンの合弁会社 
 社長交代 新社長 新社長 




再建の施策（コンテンツ）     
縮小戦略     
 コスト効率化 従業員削減 従業員削減 
 資産削減 店舗閉鎖, 資産売却 店舗閉鎖, 資産売却 
 資源再構築 小売子会社の統合 小売子会社の地域化 
 事業ポジション変更 小売にフォーカス 小売にフォーカス 
 資産ポートフォリオ変更 小売業に投資(店舗改装) 小売業に投資(店舗改装) 
復帰戦略     
 新戦略 価格戦略変換(EDLP 化) イオンとの協業 











































































Slatter and Lovett（1984）は、企業再建は、第 1 に総合的（7 つの重要な要素が全て含ま





確かに、既存の単純化された 2 ステージモデルとは異なり、Slatter and Lovett（1984）
の枠組みは、2 ステージの統合的視点を示唆している点で興味深い。この点について、本章














出典 Slatter and Lovett (1984)のモデルをもとに筆者が作成 




1-2. リサーチ・クエスチョン 2 への答え 
 











































出典 Levy et al.（2005）の Retail Landscape 図を基に筆者が作成 
































                                                   





























































































した家電専門チェーンの Circuit City Stores, Inc.や玩具専門チェーンの Toys "R" Us, Inc.
が破綻している。さらに、衣料専門店チェーンの Gap, Inc.は店舗の大量閉鎖を実行してい
る。これらの事象から、日本でも家電量販チェーンや衣料専門チェーンの将来の苦戦が予想






業態変革に関する先行研究で紹介した Big Middle 理論において、不振に陥った小売企業
が再建する方向として、ディスカウント・リテーラーの他に、イノベータが存在すると考え





















































出典 Porter (1985)を基に筆者が作成 
図 27 バリューチェーン 
 
































































al. (1990) によって脚光を浴び、瞬く間に全世界に広まった。これは、1980 年代に衰退し
た米国自動車産業を凌駕した日本自動車業界の成功の秘密を解き明かそうとした試みに多
くの経営学者と経営実務家が興味を示したからであろう。しかし、Shah and Ward






く普及された（Womack et al., 1990）。リーンは、高い生産性で低コストを実現するための
オペレーション・システムである。リーンは無駄のないものということはよく知られている
が、一般的な活用については明確にされてはいない（Shah and Ward, 2007）。 Shah and 
Ward（2007）によると、「リーン生産は、哲学的な見地では指導原則と目標達成（Womack 
and Jones, 1996; Spear and Bowen, 1999）、また実務的見地では経営慣行、経営ツール、
経営技法（Shah and Ward, 2007; Li et al., 2005）という 2 つの観点から一般的に記述され
ている」(筆者訳, p.787)。  
 Shah and Ward（2007）は、緻密な先行研究レビューに基づいて、次のようにリーン・
オペレーションを定義した。「リーン生産は、サプライヤー、顧客、および内部のバラツキ
を同時に減少または最小化することによって無駄を排除することが主な目的である統合的






























(1) 主導的な原則や包括的な目標という哲学的観点（Womack and Jones, 1996; Spear 
and Bowen, 1999） 





ツキを適切に管理しなければならない（大野, 1978; Womack et al., 1990; Womack and 
Jones, 1996; Hopp and Spearman, 2004; De Treville and Antonakis, 2006）。リーン生産
方式を確立するためには、単なる経営ツールや技法の導入だけでは不十分で、柔軟で、勤





























の機械工場内で昭和二十八年から、実地に応用してみた。」(大野, 1978, p.51)。 
スーパーマーケットを、顧客にとって必要とする商品を、必要なときに、必要な量だけ
入手できる場であると考え、そのコンセプトを導入したのである。この前提となる考え











































3. Womack et al.（1990）による「リーン生産方式」の概念 
 




























(8) 顧客の要求と合わないサービス     」 












4. Shah and Ward (2007) による「リーン生産方式」の定義 
 





















Shah and Ward (2007) は、製造業の実務家への質問票調査を用いた分析結果から、次
の 10 項目がリーン生産方式を構成する要素であるとしている。 
(2) サプライヤーへのフィードバック（供給管理） 






(9) Total Productive/Preventive Maintenance (TPM)（内部プロセス管理） 
(10) Statistical Process Control (SPC)（内部プロセス管理） 
(11) 社員（作業員）の関与（内部プロセス管理） 
Shah and Ward（2007）は上記 10 要素が密接に関連しあってリーン生産方式は成立
し、効果を発揮するとしている。 
 









 ① クロス・ファンクション・チーム 
 ② 同時共同開発 
 ③ 協調から統合へ 
 ④ 戦略経営 








































出典 Modig and Åhlström (2012)を基に筆者が作成 














































究が行われている。Bowen and Youngdahl（1998）、Åhlström（2004）、Wright and 
Lund（2006）、Naruo and Toma（2007）、Portioli-Staudacher（2010）、Modig and 
























































図 29 もの造りの組織能力とパフォーマンス 
その他の環境要因 
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